
４月中旬の午後、埼玉県深谷市の
認可外保育所「しようのもり保育
所」。第１子を迎えに来た杉山千紗
都さんは、４月に市が独自に始めた
保育支援策を受けている。全国でも

珍しい第１子の利用料無償化だ。月
４万円の出費がなくなったという。
国は原則、認可事業所の３～５歳

のすべての子どもと第３子以降を無
償とする。深谷市は2022年４月、第

〈表紙の写真〉埼玉・深谷市、４月から保育利用料を完全無償化
２子も無償化していたが、さらに踏
み込み、第１子に広げると同時に認
可外のすべての子も無償とした。市
はチラシ（上の写真）などで積極PR
中だ。� （文・写真＝保田井　建）
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